
○高浜市が行う愛知県特別障害者手当等の支給に関する要綱 

平成２８年１月１８日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、在宅の重度障害者の福祉の向上を図るため、

市が行う手当の支給に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

(１) 特別障害者手当等 愛知県特別障害者手当等支給費補助金

交付要綱（昭和６１年４月１日施行。以下「県要綱」という。）

に規定する愛知県特別障害者手当、愛知県障害児福祉手当及び

愛知県福祉手当をいう。 

(２) A種重度障害者 特別児童扶養手当等の支給に関する法律

（昭和３９年法律第１３４号）に基づく障害児福祉手当及び特

別障害者手当並びに国民年金法等の一部を改正する法律（昭和

６０年法律第３４号）に基づく福祉手当（以下「法定分手当」

という。）の支給を受ける者であって、かつ、愛知県在宅重度

障害者手当支給規則（昭和４５年愛知県規則第２９号。以下「県

規則」という。）第２条第１項の障害程度に該当するものをい

う。 

(３) B種重度障害者 法定分手当の支給を受ける者であって、か

つ、県規則第２条第２項第１号又は第２号の障害程度に該当す

るものをいう。 

（支給要件） 

第３条 特別障害者手当等（以下「手当」という。）の支給の対象

となる者は、本市に住所を有するA種重度障害者及びB種重度障害

者とする。 

（認定の請求） 

第４条 手当の支給を受けようとする者は、手当の受給資格につい

て、福祉事務所長の認定を受けなければならない。 

２ 前項の認定の請求は、法定分手当の受給資格の認定に係る認定

請求書の提出により行うものとする。 

（認定の通知） 

第５条 福祉事務所長は、受給資格の認定をしたときは、法定分手

当の受給資格の認定に係る認定通知書により通知するものとする。 



２ 福祉事務所長は、前項の認定の通知をするときは、認定通知書

に法定分手当月額及び手当月額をそれぞれ記載するものとする。 

（手当の支給） 

第６条 福祉事務所長は、前条第１項の規定による認定を受けた者

（以下「受給資格者」という。）に対して、予算の範囲内におい

て手当を支給するものとし、その額は、県要綱に定めるところに

よる。 

２ 手当を支給する期間は、第４条第２項の規定による認定の請求

をした日の属する月の翌月から手当を支給すべき事由が消滅した

日の属する月までとする。ただし、法定分手当の支給が停止され

た月については、支給しない。 

３ 前項の規定にかかわらず、受給資格者が災害その他やむを得な

い理由により第４条第２項の規定による認定の請求をすることが

できなかった場合において、当該理由がやんだ後１５日以内に認

定の請求をしたときは、当該理由により認定の請求をすることが

できなかった日の属する月の翌月から手当を支給するものとする。 

４ 手当は、法定分手当が支給されるべき月の当該法定分手当に合

算して支払うものとする。 

（届出） 

第７条 受給資格者は、住所、氏名若しくは支払金融機関を変更し、

又は受給資格の喪失等をしたときは、法定分手当に係る届書を福

祉事務所長に提出するものとする。 

（受給資格喪失の通知） 

第８条 福祉事務所長は、受給資格者が受給資格を喪失したときは、

法定分手当に係る受給資格喪失通知書により通知するものとする。 

（不正利得の返還） 

第９条 福祉事務所長は、偽りその他不正な手段により手当の支給

を受けていた者があるときは、その者に既に支給された手当の全

部又は一部を返還させることができる。 

附 則 

この要綱は、平成２８年１月１８日から施行し、同年１月１日か

ら適用する。 

 


